
5-3  建設業法令
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引
索

「建設業法」を根拠法とし、建設業の許可について、誤っているものを選べ。

① 都道府県知事の許可を受けた建設業者は、他の都道府県において営業することができる
②  発注者から直接請け負う一件の請負代金の額により、建設業の許可は、一般建設業と特
定建設業とに分類される

③  建設工事の種類に対応する建設業ごとに、建設業の許可を受けなければならない
④  政令で定める軽微な建設工事のみを請け負う者を除き、建設業を営もうとする者は、建
設業法に基づく許可を受けなければならない

建設業許可には考え方に2つの軸があり、計4種の許可形態に分けられます。まずは大臣許
可と知事許可の区分です。これは、工事の規模やどのように受注するかは関係ありません。営
業所がどこに置かれているかのみで区分されます。
営業所（本店や支店も含む）が単一の都道府県内の

みに置かれている場合は、該当する都道府県の知事に
よる許可のみでいいです。一方で営業所が2つ以上の
都道府県に置かれている場合には、それぞれの知事で
はなく、国土交通大臣の許可が必要となります。
なお、いずれの許可区分であっても、営業所が置か

れていない他の都道府県に出張しての営
業や工事は可能です。
もう1つの軸が、一般建設業と特定建
設業の区分です。こちらは金額の規模に
よって線が引かれ、特定建設業のほうが
上位になります。よく勘違いされがちな
のが自らの受注金額ですが、これは建設
業許可には関係ありません。建設業の区分はあくまで、下請業者に再発注する金額で区分され
ます。
電気通信工事業の場合は、発注者から直接請け負った際（自分が元請）に、下請に再発注する

総額が4,500万円未満であれば一般建設業の許可でよいとされます。下請業者が複数存在する
場合には、その合計金額が総額になります。また自分が下請の場合には、金額にかかわらず一
般建設業でよいとされます。
一方で4,500万円以上となる場合には、特定建設業の許可が必要となります。例外が、工事

一件の請負代金が500万円未満の工事で、これは許可を必要とせずに誰でも実施できます。
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東京営業所 東京営業所

神奈川
営業所

都道府県知事許可
のみでOK

下請への発注額
合計 4,500 万円未満

稼働 6時間以下

なくてもよい

休憩時間0 6

下請への発注額
限度なし

大臣許可が必要

発注者

一般建設業許可でよい

自社（元請）
2,000 万円

下請 A社

一般建設業
〇〇電工

特定建設業
〇〇電設
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東京営業所 東京営業所

神奈川
営業所

都道府県知事許可
のみでOK

下請への発注額
合計 4,500 万円未満

下請への発注額
限度なし

大臣許可が必要

発注者

発注者

元請

下請 下請

一般建設業許可でよい

　準備のための
前払金

1か月以内
　準備のための
前払金

自社（元請）
2,000 万円 1,500 万円

4,500 万円

下請 A社 下請B社

発注者

特定建設業許可が必要

自社（元請）
2,500 万円 2,000 万円

5,000 万円

下請C社 下請D社

一般建設業
〇〇電工

特定建設業
〇〇電設
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発注者

下請

　　　　　　出来形払

建設業許可は建設業法令の中でも中軸的な設問であり、優先的に着目すべきで
ある。知事許可と大臣許可の違い、一般建設業と特定建設業との違いは重要。

ポイント  ▶

〔解 答〕　② 誤り
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